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事業協同組合の組織状況事業協同組合の組織状況

事業協同組合の組織状況
～平成 17年度協同組合実態調査結果～

〔調査のあらまし〕

〔調査結果の概要〕

Ⅰ　組織の状況

1．業種別の構成
組合の構成について、製造業が 31.2%、非製造業が 68.8% となっている。業種で見ると、小売業・飲食店が

22.2%、建設業が 14.8%、サービス業が 10.3% と上位を占めている。（図－ 1）

[ 図－ 1] 業種別構成別
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●調査の目的
本調査は、中小企業連携組織の中核である事業協同組

合が、情報化、国際化、消費者ニーズの多様化、環境、
リサイクル問題の高まり等の中で、その組織・事業活動・
運営体制等がどのように変化しているか実態を把握し、
今後の組織連携のあり方の検討及び組合活性化等に資す
ることを目的として実施したものである。

●調査機関
石川県中小企業団体中央会

●調査対象
石川県中小企業団体中央会に所属する事業協同組
合全 597 組合

●調査の種類及び方法
郵送によるアンケート調査

●調査時点
平成 17年 10月 1日現在

●調査期間
平成 17年 10月 1日より 11月 18日まで

●調査内容
1．組織の状況について
2．組合事業の現況について
3．運営体制の状況について
4．財政の状況について
5．環境変化の対応状況、今後の方針等について

●対象組合数
アンケート対象　　597 組合
有　効　回　答　　311 組合（非会員 42組合）
回　　答　　率　　52.1％
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業種構成を設立年で比較すると、繊維工業・衣服・その他繊維製品製造業では 30年をピークに以後伸び率を下げ、
平成 6年にやや盛り返したものの、徐々に減少傾向にある。一般機械器具・電機・運送用・精密機械器具・武器製
造業は 40年を境に減少傾向である。建設業は、51年～ 55年、平成 11年～ 15年の設立が多い。小売業・飲食業は、
上下の変動はあるものの継続的に設立している。サービス業は、56年～ 60年の設立が多い。（表－ 1）

　　　　［表－ 1］設立年別構成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （回答数）

2．地区別の構成
地区別の構成をみると、石川県を地区としている組合が 36.7% と最も多く、次いで単一市町が 33.1%、複数市町

が 24.8% となっている。（図－ 2）
石川県が多い業種は小売業・飲食店、繊維工業、衣服・その他繊維製品製造業、建設業、鉄鋼業・非鉄金属・金

属製品製造業、複合業種（大分類の複合業種）となっている。単一市町が多い業種は小売業・飲食店、建設業、サー
ビス業となっている。複数市町が多い業種は小売業・飲食店、建設業となっている。（表－ 2）

[ 図－ 2] 地区別構成

単一市町
33.1％

複数市町
24.8％

石川県
36.7％

複数都道府県
5.1％

全国
0.3％

N=311

[ 表－ 2] 地区別の組合業種構成　　　　　　　　　　　　　　   （回答数）



26

事業協同組合の組織状況事業協同組合の組織状況

3．出資金の規模別業種
出資金の規模別構成について、1百万円未満の小額出資組合が 15.9% と最も多く、2千万以上、5千万円未満を

境に構成率は低下している。業種別で比較すると、鉄鋼業・非鉄金属・金属製品製造業は、2百万未満の比較的小
規模な組合が多い。建設業は、5百万以上 1千万円未満、2千万以上 5千万円未満に分布している組合が多い。小
売業・飲食業は、3百万以上 5百万円未満に分布している組合が多い。（表－ 3）

　　  [ 表－ 3] 出資金別業種　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（回答数）

4．組合員の規模別構成
組合員数で規模を見ると 6～ 15人、16人から 30人、31人から 50人が上位を占めている。（図－ 3）
業種別平均組合員数をみると卸売業、サービス業は比較的少人数で構成されている組合が多く、建設業、運輸・

通信業、小売業・飲食店は比較的大人数で構成されている組合が多い。（表－ 4）

[ 図－ 3] 組合員数別構成

16 ～ 30 人
25.7％

6 ～ 15 人
25.7％

5 人以下
10.6％

1001 人以上
0.3％

501 ～ 1000 人
1.3％

301 ～ 500 人
2.3％

201 ～ 300 人
1.6％

101 ～ 200 人
7.8％

51 ～ 100 人
10.6％

31 ～ 50 人
14.1％

[ 表－ 4] 業種別平均組合員数　　　　　（単位：人）
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5．組合員の変動
最近 3年間の組合員の増減について全体でみると、「減少」と回答し

た組合が 57.9% で多く、「変化無し」と回答した組合は 28.0% となって
おり、「増加」と回答した組合は僅か 13.5% となっている。（図－ 4）
設立年別にみると、昭和 31 年～ 35 年に設立した組合は「減少」が

85.7%と最も多く、設立年が古くなるほど減少傾向は強くなっている。「変
化無し」が最も多くなっているのは、昭和 56年～ 60年に設立した組合
で 56.3%、「増加」が最も多いのは、平成 16年以降に設立した組合である。
（図－ 5）

　　　　　　　　　 [ 図－ 5] 組合員の増減（最近 3年間）

0.6%

業種別でみると、「減少」は小売業・飲食店が 72.5%、繊維工業・衣服・その他繊維製品製造業が 63.3%、卸売業
が 61.9%、となっている。「変化無し」は、木材・木製品・家具装備品・パルプ・紙・紙加工品製造業が 66.7%、運
輸・通信業が 50.0% となっている。「増加」は複合業種が 29.6%、建設業が 26.1%、サービス業が 18.8%、鉄鋼業・
非鉄金属・金属製品製造業が18.8%となっている（表－5）

　　　　　　　　　　 [ 表－ 5] 業種別組合の増減（最近 3年間）　　　　　　　　　　  　　（回答数）

[ 図－ 4] 組合員の増減（最近３年間）

減少
57.9％

増加
13.5％

変化無し
28.0％

不明
0.6％

N=311
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「増加」と回答した組合の加入理由をみると、「技術・市場等についての情報交換・交流・提携」が 42.9% と最も多く、
次いで「組合に加入していることの信用力」が 40.5% であり、組合事業に関する理由は 3 位以降となっている。
（図－ 6）
その他の意見として、外国人研修生受け入れの為、販促事業の理解、共済制度への加入、各種保険・組合保証工事、

勧誘、紹介、人的つながりなどが挙げられている。

　　　　　　　　　[ 図－ 6] 加入理由（最近 3年間）　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （複数回答）

N=42

「減少」と回答した組合の脱退理由について、「廃業・破産（倒産）」が 69.4% と圧倒的に多く、「事業の縮小」が
36.7%、「世代交代」が 14.4% になっている。（図－ 7）
その他の理由として、経費削減、合併、賦課金滞納の為除名、メリットがないなどが挙げられている。
業種で見ると、「廃業・破産（倒産）」は小売業・飲食店が 88.0%、複合業種が 84.6%、繊維工業・衣服・その他

繊維製品製造業が 84.2%、サービス業が 78.6% となっており、ほとんどの業種が高い割合を示している。（表－ 6）

　　　　　　　　   [ 図－ 7] 脱退理由（最近 3年間）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （複数回答）

N=180

　　　　　　　　　[ 表－ 6] 脱退理由（最近 3年間）　　　　　　　　　　　　　　（回答数）（複数回答）
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Ⅱ　事業の状況

1．現在の実施事業
現在実施している事業の状況について、「情報の収集・提供」が 53.7%、「共同購買・仕入」が 32.5%、「教育・訓

練、人材育成」が 30.5%、と上位となっている。今後重点としたい事業は、1位は変わらないが「組合員の経営相談・
コンサルティング」が大きく上昇している。（表－ 7）

　 [ 表－ 7] 現在の実施事業状況　　　　　　　　　（回答数）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （回答数）

　

2．インターネットへの接続状況
インターネットへの接続状況をみると、「既に接続

している」が 51.8% である。総務省の「平成 15 年通
信利用動向調査」によると従業員 5人以上の事業所で
インターネットの普及率が 82.6% ということからイン
ターネットへの接続が遅れている組合が多いことがう
かがえる。（図－8）

3．パソコン又はその他情報機器を活用した事業の状況
パソコン又はその他情報機器を活用して現在実施し

ている事業をみると、「組合の事務処理」( 経理処理・
組合員管理 ) が 54.3% と最も多く、次いで「ホームペー
ジによる外部への情報発信」が 25.7%、「情報ネットワー
クによる情報交換」が 15.8% となっている。今後実施
予定の事業についても、「組合の事務処理」( 経理処理・
組合員管理 ) が 28.9% と最も多く、次いで「ホームペー
ジによる外部への情報発信」が 22.1%、「情報ネットワー
クによる情報交換」が 18.3% となっている。

[ 図－ 8] インターネットへの接続の有無

[ 表－ 8] パソコンを活用した事業の状況　　　　（複数回答）



30

事業協同組合の組織状況事業協同組合の組織状況

4．組合員に対しての案内等
組合員に対しての案内等は、「FAX」が 78.8%、「郵送」が

58.2%、「メール」が 21.2%、｢ その他 ｣が 9.0% になっている。「そ
の他」の意見としては、電話や直接配布という意見が多かった。（図
－ 9）

5．中央会からの文書や案内等
中央会からの文書や案内等が「メール」で可能なのは、38.9％

であり、「FAX」で可能なのは 85.2% となっている。（表－ 9）

Ⅲ　運営体制の状況

1．役員の設置状況
理事数は、6～ 10人が最も多く 35.7%、次いで 4～ 5人が 20.3%、11 ～ 15人が 19.3% となっている。
監事数は、2人が 54.1% で最も多く、次いで 1人が 30.9%、3人が 10.2% となっている。（図－ 10）

　　　　　　　　　［図－ 10］役員の設置状況

2．委員会・部会、青年部、女性部の設置状況
委員会、部会について、「ある」は 39.9%、「なし」は 51.4% となっている。青年部について、「ある」は 21.2%

で建設業に比較的多く設置されている。「ない」は 56.3% となっている。女性部について、「ある」は 5.8% で僅か
であり、業種でみると小売業・飲食店でみられる。（表－ 10）

　　　　　　　　　  ［表－ 10］委員会・部会、青年部、女性の設置状況　　　　   　　　　   　（回答数）

[ 図－ 9] 組合員に対しての案内等 　    （複数回答）

N=311

[ 表－ 9]　　　　　   ( 回答数）
メール 121

FAX 265
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3．運営体制面で今後重点的に取り組みたい事項
運営体制面で今後重点的に取り組みたい事項として、「組合員の意識改革」が 38.6% で最も多く、次いで「組合

員との連携強化」が 33.8%、「既存事業の拡大強化」が 32.5% になっている。（図－ 11）

　　　 [ 図－ 11] 今後重点的に取り組みたい事項 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （複数回答）
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Ⅳ　財務の状況

1．主な収入について
組合の主な収入について賦課金収入が 73.0% と最

も多く、次いで共同経済収入（金融事業収入除く）が
50.2%、補助金収入が 19.3%、補助会費（金）収入が
14.8%、金融事業収入が 7.1% となっている。
1位をみても全体とほぼ同じ傾向で、賦課金収入が

46.3% と最も多く、次いで共同経済収入（金融事業収入
除く）が 33.8%、補助金収入が 2.3%、金融事業収入が
1.6%、補助会費（金）収入が1.0%、となっている。(表－11)

2．決算状況について
直近 3年間の決算状況について、14 年度は剰余が出

た組合が 54.7%、損失が出た組合は 33.1%、15 年度は、
剰余がでた組合が 60.5%、損失が出た組合は 28.9%、16
年度は、剰余がでた組合が 58.8%、損失が出た組合は
33.1% となっている。（表－ 12）

3．剰余金の処分

[ 表－ 11] 主要な収入について　　　　　　　  　（単位：%）

[ 表－ 12] 業種別決算状況（最近 3年間）　　　　　（回答数）

（1）16年度の剰余金の処分（複数回答）N＝ 183
①法定利益準備金 ・・・・・・・・・55（30.1%）
②特別積立金 ・・・・・・・・・・・53（29.0%）
③法廷繰越金 ・・・・・・・・・・・47（25.7%）
④全額繰越 ・・・・・・・・・・・・112（61.2%）

（2）16年度の配当の状況についてN=183
①配当した ・・・・・・・・・・・・41（24.6%）
②配当しなかった ・・・・・・・・・135（73.8%）
③不明 ・・・・・・・・・・・・・・7（3.8%）

（3）配当の種類についてN=41
①出資配当のみ ・・・・・・・・・・12（29.3%）
②利用分量配当のみ ・・・・・・・・23（56.1%）
③出資配当と利用分量配当の両方 ・・6（14.6%）
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Ⅴ　今後の方針等について

1．環境変化への対応状況
組合を取り巻く環境変化への対応状況について、現

在は「特に対応しない」が 17.0% で最も多いが、今
後の対応については「組合の目的・事業の見直し」が
23.2%、「委員会・部会の強化」が 16.7%、「組合内部
の情報ネットワーク化」が 15.8% と環境変化に対し
て積極的に取り組みたいとみられる。（表－ 13）

2．組合における組織運営体制面における
 障害・問題点について
組織運営体制面における障害・問題点について、「組

合員の業況不振」が 46.0% と最も多く、「組合員の減
少」が 37.0%、「組合員の協調性・参加意識の不足」
が 30.5% で上位に挙げられている。（図－ 12）

3．組合における事業面における障害・問題点について
事業面における障害・問題点について、「既存事業の停滞（金融事業を除く）」が 42.1% と最も多く、「資金不足」

が 25.4%、「組合事業と競合する外部企業等の進出」が 19.6% で上位に挙げられている。（図－ 13）

 [ 表－ 13] 環境変化への対応状況　　　　　　  　（回答数）

　　　　　　　　　　  [ 図－ 12] 組織運営体制面における障害・問題点　　　　　　　　　 （複数回答）
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　　　　　　　　　 　 [ 図－ 13] 事業面における障害・問題点　　　　　　　　　　　   　（複数回答）
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4．産学官連携
産学連携について、7.1% の組合が「取り組んでいる」と回

答している。（図－ 14）
具体的には、石川県工業試験場、石川県中小企業団体中央会、

大学、県、市などと後継者育成事業や新商品開発について連携
し、補助金やノウハウをうけていることが挙げられている。

5．環境問題や地域貢献等、新たな社会要請
環境問題や地域貢献等、新たな社会要請に対して 20.6%が「取

り組んでいる」と回答している。（図－15）
具体的には、廃棄物の分別、回収リサイクル、清掃、協賛金、
イベント参加、緊急事態の対応等が挙げられている。

6．組合から会社組織への変更
組合から会社組織への変更について、「既に着手している」

と回答した組合は 2組合で全体の 0.6%、「検討している」と回
答した組合は 8組合で 2.6%、「今後検討していきたい」と回答
した組合は 14組合で 4.5% となっている。また、「今のところ
考えていない」が 41.8% で多く、「今後も考えるつもりはない」
が 21.1% となっている。( 図－ 16)
出資金、設立年別による大きな傾向はみられない。（表－

14）（表－ 15）
業種別にみると、「検討している」と回答した組合は、繊維

工業・衣服・その他繊維製品製造業で 4組合、建設業で 2組合
になっている。

　　　　　　　　　　　　　 [ 図－ 16] 組合から会社組織への変更

今後検討して
いきたい

4.5％

今のところ
考えていない

41.8％
今後とも考える
つもりはない

31.5％

分からない
10.6％

その他
1.6％

不明
6.8％

検討している
2.6％

既に着手している
0.6％

[ 図－ 14] 産学官連携

取り組んでいる
7.1％

取り組んでいない
85.8％

不明
7.1％

[ 図－ 15] 環境問題や地域貢献等新たな社会要請

取り組んでいる
20.6％

取り組んでいない
71.4％

不明
8.0％
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事業協同組合の組織状況事業協同組合の組織状況

　　　　  [ 表－ 14]（出資金別）組合から会社組織への変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （回答数）

　　　　  [ 表－ 15]（設立年別）組合から会社組織への変更　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　（回答数）

　　　　  [ 表－ 16]（業種別）組合から会社組織への変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　（回答数）
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若年者の再就職に関する意向調査結果
石川県地域労使就職支援機構
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若年者の再就職調査結果若年者の再就職調査結果
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若年者の再就職調査結果若年者の再就職調査結果
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若年者の再就職調査結果若年者の再就職調査結果
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若年者の再就職調査結果若年者の再就職調査結果
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平成 18年度石川県商工労働観光主要施策の概要

1　人口減少時代における新たな政策展開
（1）いしかわの個性を活かした交流人口の拡大　―新ほっと石川観光プランの推進―

 新たな観光戦略の展開

・新映画「釣りバカ日誌 17」を活用した誘客促進 28,500 千円

エキストラ募集などの撮影協力、観光 PR入り DVDの作成支援など

・新伝統的工芸品月間全国大会の開催に対する支援 30,000 千円

全国伝統工芸士展、いしかわ伝統工芸フェアなど

・推進体制の整備

石川県観光創造会議の開催 1,700 千円

観光総合プロデューサーの設置 1,000 千円

観光ウェブリサーチの実施 2,876 千円

インターネットを活用した施策の検証

・三大都市圏誘客１千万人構想の推進

三大都市圏等における観光石川の発信 54,500 千円

旅行商品実現化交流会の開催、旅行代理店担当者の招へい、

加賀百万石ウォークの実施など

石川県観光物産 PRセンターに対する支援 15,700 千円

アンテナショップの運営及び観光情報の発信

・海外誘客 3倍増構想の推進

中国、韓国、台湾からの誘客促進 20,700 千円

新日中観光交流年記念観光プロモーションの実施、

韓国からの修学旅行に対する助成、台湾からのモニターツアーの実施など

・観光産業を担う人材育成

石川ツーリズムセミナーの開催 2,200 千円

観光振興のための地域リーダーの養成など

・観光地の魅力アップ

観光地の魅力創出への支援 102,800 千円

計画策定、ユニバーサルデザインの推進など

拡グリーン・ツーリズムの推進 4,200 千円

観光地を組み入れたモデルツアーの実施など
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 文化資産を活用した交流の促進

・金沢城の魅力の発信

「金沢城・兼六園四季物語」の展開 20,000 千円

金沢城や兼六園を活用した多彩なイベントを開催

 世界に開かれたくにづくり

・中国江蘇省との地域活性化交流の推進 35,495 千円

経済・観光・人材・環境分野での交流

・日本語・日本文化研修センターの運営 49,324 千円

本県独自の日本語・日本文化研修プログラムの実施

・新アルゼンチン・ラプラタ日本語学校における「石川文庫」の開設支援 500 千円

・新国連加盟 50周年記念フォーラム・セミナーの開催支援 4,000 千円

（2）産業の革新に向けた取り組み　―産業革新戦略の展開―

 産学・産業間連携の強化

・プラットフォームの整備と重点分野のマッチング 7,250 千円

ニーズ・シーズの発掘、産学連携コーディネート協議会の設置、

分野別マッチング研究会の設置、支援企業のフォローアップなど

・脳機能計測診断支援システムの開発研究 5,000 千円

知的クラスター創成事業（5億円× 5年間（H16～ 20））に対する支援

・製品化・事業化につながる研究開発の支援 53,500 千円

国の大型研究開発プロジェクト採択に向けた可能性調査、

新技術・新製品の研究開発に対する支援など

・研究開発成果の実用化支援 83,490 千円

試作品の評価・改良など

・新大学の研究シーズを活用した新事業の創出支援 20,000 千円

県立大学に開設されるいしかわ大学連携インキュベータ（i－BIRD）の

入居企業に対する賃借料助成

・今後の成長を支える重点分野の研究開発（工業試験場） 42,900 千円

情報通信、生命科学・バイオ、ナノテク・新素材、環境分野

・実用化・製品化促進のための企業参画型研究開発（工業試験場） 3,000 千円

公募企業の参画による共同研究開発

 産業競争力の強化

・次世代型企業群の創成支援 8,000 千円

新たなニッチトップ企業等の育成のための集中支援

・石川経営天書塾の開催 2,000 千円

県内企業等の実例を教材にした企業経営のケーススタディ

・高度専門技術人材の確保 2,000 千円

相談窓口の設置、首都圏等の人材紹介会社とのネットワーク構築
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 新産業分野の創造支援

・「石川新情報書府」第 3期構想の推進 40,400 千円

ブロードバンド、地上デジタル放送に対応した映像コンテンツの製作、

国内外メディアへのビジネス展開

・コンテンツビジネスの事業化促進 3,000 千円

新たなビジネスモデルの事業化に対する支援

・いしかわサイエンスパークの新産業創造拠点化 66,505 千円

いしかわフロンティアラボ入居企業に対する賃借料助成、

いしかわクリエイトラボ入居企業に対する支援

（3）新たな少子化対策の展開　―新いしかわエンゼルプランの推進―

 子どもを産み育てたくなる環境づくり

・企業における次世代育成支援の取り組みの促進 1,400 千円

ワークライフバランス企業登録・表彰、新ワークライフバランス塾の開催

2　本県経済の活性化と雇用のセーフティネット拡充
（1）全国的・国際的なビジネス展開

 本県製品の販売戦略の強化

・首都圏等での販売戦略の強化

首都圏バイヤーズミーティングの開催 7,000 千円

新製品の説明会、展示会

石川県観光物産 PRセンター運営に対する支援（再掲） 15,700 千円

・新たな販売ルートの開拓

石川ブランド優秀新製品の販路開拓支援 27,360 千円

見本市出展に対する支援、専門家指導など

 本県企業の海外戦略の強化

・企業の国際ビジネス展開の支援

国際ビジネスサポートデスクの設置 2,700 千円

・海外受注・販路開拓支援

海外見本市への出展支援 4,000 千円

中国における販路開拓支援 10,000 千円

中国ビジネス研究会の開催、展示商談会の開催（江蘇省、上海市）など

韓国における販路開拓支援 4,000 千円

大邱 IT ベンチャー企業との商談会の開催など

伝統工芸産業の海外展開支援 8,733 千円

海外見本市出展、コーディネータ確保、新海外ギャラリー出展への支援
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 港湾の活用推進

・新 港湾物流調査の実施 5,000 千円

・国内外でのポートセールス等の実施 10,320 千円

 企業誘致の推進

・雇用拡大関連企業立地促進補助金による企業誘致の推進 29,000 千円

（2）既存企業の体質強化

 中小企業再生・事業転換支援プログラムの推進

・再生・事業転換への支援 14,533 千円

特別相談、経営改善計画策定、フォローアップ診断など

・再生・事業転換のための融資・保証枠の確保

事業転換支援融資 新規融資枠　  5,000,000 千円

中小企業再生・事業転換支援保証制度 新規保証枠　12,800,000 千円

 企業ニーズに対応した金融円滑化支援

・地区別金融円滑化懇談会の開催 2,601 千円

中小企業者の金融事情の聴取と金融施策への反映

 モノづくりの再生支援

・モノづくり技術の高度化

新技術・新製品の事業化可能性調査及び研究開発の支援 7,000 千円

電子・電気産業の信頼性評価技術の高度化支援 40,000 千円

冷熱衝撃試験機、顕微赤外分析装置の整備（工業試験場）

・繊維ニューフロンティアへの進出支援 6,000 千円

産業資材等非衣料分野における新商品開発など

・伝統工芸の新分野開拓に取り組む企業への支援 11,000 千円

・新伝統的工芸品月間大会の開催に対する支援（再掲） 30,000 千円

（3）雇用のセーフティネット拡充

 若者向け就業支援

・若年者職場実習の実施（800 名） 64,842 千円

・若年者向けデュアルシステムの実施 26,275 千円

企業実習と一体となった教育訓練（80名）

・若者しごと情報館の運営 20,912 千円

職業情報の提供、職業意識形成の支援、

ジョブカフェ石川（加賀・能登サテライト）での就業支援、

ヤングハローワーク金沢での職業紹介

・フリーター等に対する就職準備講座の実施（220 名） 5,000 千円
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 中高年齢者・離職者等への就業支援

・中高年齢者職場実習の実施（500 名） 45,484 千円

・離職者等中期職場実習の実施（150 名） 15,988 千円

・育児女性の再就職支援講座の開催（30名） 6,700 千円

・離職者等の高度人材養成研修の実施（740 名） 182,443 千円

・企業ニーズに対応した在職者向け訓練の実施（1,300 名） 8,431 千円

 県外からの人材誘致

・UI ターンの促進 11,759 千円

首都圏における土曜相談窓口の設置、求人・求職情報の提供

3　豊かで活力ある地域づくりの推進
（1）中心市街地の再生・活性化

 魅力ある商店街づくり

・活性化モデル商店街への支援 35,923 千円

近江町市場商店街など

・商店街の賑わい創出のための取り組みへの支援 9,000 千円

マーケティング等調査、不足業種誘致等のための個店改修

（2）県民の新たな社会参加の促進

・男女共同参画の推進と女性の社会参画の促進

育児女性の再就職支援講座の開催（再掲） 6,700 千円

4　地方分権時代にふさわしい新たな行財政システムの構築
（1）県民の視点に立った行政サービスの向上と業務の効率化

・施設管理の効率化

社会経済情勢を踏まえた公の施設の廃止

坪野キャンプ場

（2）特別会計・公社及び外郭団体の経営改善

・県民ふれあい公社の経営改善

新 のとじま水族館におけるアシカショーの導入 5,933 千円

新  ホテルのときんぷらにおける露天風呂、エレベーターの整備 25,000 千円

辰口丘陵公園・能登勤労者プラザ振興協会の公社への統合の検討

・外郭団体の運営のあり方などの検討

 金沢勤労者プラザ

営業日数の増、利用率の低い休日夜間の閉館など運営の効率化
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共生によるまちづくり・中小企業活力強化集会開催される
共生によるまちづくり・中小企業活力強化集会が、1月

27日（金）午後３時半よりホテル日航金沢において、90名

を超える出席者のもと開催されました。

まず、五嶋耕太郎中央会会長挨拶の後、石川県商工労働

部産業政策課課長 菊川人吾氏を講師に迎え、先般策定され

た石川県産業革新戦略について、策定の背景、体系、目標、

今後の見通しなどについて、大変わかりやすく講演がなさ

れ、参加者は熱心に聴講していました。

講演の後、中小企業者の声をより効果的な形で施策に反映させることを目的に活力強化集会が開

催され、青年中央会　松本雅之会長が下記８項目を含む宣言文を読み上げ、満場一致の賛同を得、

集会は盛会裡に終了しました。なお、ここで採択された宣言は、石川県中央会の総意として全国中

央会へ提出されます。

宣言事項
Ⅰ　まちづくりの推進と地域産業の振興
Ⅱ　中小・小規模企業対策予算の十分かつ安定的な確保
Ⅲ　中小企業の活力増進のための税制改革の実現
Ⅳ　中小企業の人材確保・育成支援
Ⅴ　給付水準の引下げを含めた社会保障制度改革の実現
Ⅵ　少子化対策の抜本的拡充
Ⅶ　環境税の導入反対
Ⅷ　中小企業における企業年金制度の充実

引き続き、消費税の期限内納付を推進する宣言式が行われ、石川県間税会連合会の中島秀雄会長

より趣旨説明があり、五嶋会長から会員組合を代表して石川県醤油協同組合連合会　直江茂行理事

長とウイング北陸綜合衣料商業協同組合　小西國夫理事長に推進ステッカーが手渡されました。ま

た、宣言式終了後には会場を移し、石川県谷本知事を迎えて交流懇親会が行われました。

　　　

松本青年中央会会長による宣言

菊川産業政策課長による講演

消費税期限内納付推進式
（左から直江理事長、小西理事長、五嶋会長）

懇親会のようす
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個別専門相談室開催のご案内
さて、このほど組合並びに組合員のみなさまが直面する多種多様な問題に対応するため、本

会では個別に専門家を招聘し、個別専門相談室を設け、下記により開催することになりました。

なお、相談につきましては、組合等、中小企業任意グループ及び公益法人等についても対象

となります。又、相談は無料となっておりますのでお気軽にご相談ください。

相談希望の方は当日までに本会へご連絡願います。

TEL 076-267-7711　担当　総務課

《日　程》
開　催　日 時　　　間 内　　　容 専門相談員

4月 20日（木）

5月 18日（木）

10：00～ 12：00 税務・経営相談 税 理 士　坂井　昭衛

13：00～ 15：00 法 律 相 談 弁 護 士　久保　雅史

15：00～ 17：00 登 記 相 談 司法書士　久保　　均

《場　所》
金沢市鞍月２丁目２０番地

石川県地場産業振興センター新館５階　石川県中小企業団体中央会　会議室

平成 18年度中央会役員会、表彰式
並びに通常総会の日程について

●開催期日　平成 18年 5月 29 日（月）

①役員会

　開催場所　石川県地場産業振興センター　本館　第 1会議室

②表彰式及び第 51回通常総会

　開催場所　石川県地場産業振興センター　新館　コンベンションホール

③懇親パーティー

　開催場所　石川県地場産業振興センター　本館　アイエリア

　※なお、時間等詳細につきましては、決まり次第、ご案内いたします。
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平成 18 年度中小企業制度融資説明会のご案内
標記説明会を次のとおり予定しております。

事前の申し込みは必要ありませんので、直接最寄りの会場にてご参加下さい。

1．目　的
中小企業者向け制度融資のうち、石川県制度融資をはじめ、県内各市等の地方公共団体の融資

制度について、これらの制度の周知を図り、かつ、中小企業者の資金調達の円滑化を目的とします。

2．対象者
中小企業者及び組合の役職員、取扱金融機関、商工会議所、商工会等の担当者

開　催　日　時 開　催　場　所 説　明　制　度　名

平成18年4月13日（木）
10：00～

松任産業会館3階
　301・302号室

・石　川　県

・財団法人石川県産業創出支援機構

・社団法人石川県鉄工機電協会

・石川県信用保証協会

・開催各市の商工担当課

・商工組合中央金庫金沢支店

・中小企業金融公庫金沢支店

・国民生活金融公庫金沢支店

平成18年4月13日（木）
14：00～

石川県地場産業振興センター
　本館3階第5研修室

平成18年4月14日（金）
10：00～

小松商工会議所
　3階305・306号室

平成18年4月14日（金）
14：00～

加賀商工会議所
　3階会議室

平成18年4月17日（月）
10：00～

羽咋市商工会館
　2階会議室

平成18年4月17日（月）
14：00～

七尾産業福祉センター
　2階研修室

平成18年4月18日（火）
13：00～

輪島商工会議所
　大会議室

平成18年4月19日（水）
13：00～

珠洲商工会議所
　1階第1研修室

平成18年4月20日（木）
14：00～

高松産業文化センター
　2階会議室

平成18年4月21日（金）
14：00～

寺井社会福祉センター
　1階視聴覚室

共　　　催：石川県商工会議所連合会、石川県商工会連合会

お問合せ先：石川県中小企業団体中央会　情報企画課　TEL 076-267-7711
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65 歳雇用導入プロジェクト事業だより
「高年齢者雇用安定法」の改正により、企業ではその対応が迫られておりますが、高年齢者雇用が進まな

い大きな理由の１つに賃金の問題があります。

賃金は、種々の労働条件の中でも労使とも最も関心の高いものの１つですが、継続雇用される高年齢者の

賃金の決定について、多くの企業が公的制度を利用した賃金決定をしているようです。公的制度を活用する

ことにより企業の人件費負担を軽減することができるうえに、極端に高年齢者の賃金負担を引き下げないで

済むというメリットがあります。

１，公的制度を活用した場合の賃金額
60 歳以降の賃金について公的制度を活用して設計した場合、賃金額は以下のようになります。

60 歳以降の
収入 ＝ 給料 ＋ 在職老齢年金 ＋ 高年齢雇用継続

給付 － 在職老齢年金の
支給停止額

賃金を構成する要素は、「会社が支払う給料」、「在職老齢年金」、「高年齢雇用継続給付」、そして「在職老

齢年金の支給停止額」の４つになります。給料を除くそれぞれの制度の仕組みについては以下の通りです。

①在職老齢年金

在職老齢年金とは、60歳以降も働いて厚生年金に加入しているときに受け取る老齢厚生年金のことをい

います。

在職老齢年金の受給額の計算は、まず「総報酬月額相当額」と「基本月額」を用いて支給停止額を算出し、

これを基本月額から差し引いてもとめます。

＊　総報酬月額相当額＝その月の標準報酬月額＋その月以前一年間の標準賞与額の合計額÷ 12（但し、

標準賞与額は一回の賞与について 150 万円が上限）

＊　基本月額＝年金額（加給年金額は除く）÷ 12

＊　支給停止調整開始額は現行 28万円

＊　支給停止調整変更額は現行 48万円

◎（65歳未満の在職老齢年金受給月額（加給年金を除く）の計算式及び在職老齢年金早見表（加給年金除く）

が別にありますのでそちらを利用すれば便利です。）

②高年齢雇用継続給付

高年齢雇用継続給付は、60歳時に比べ賃金が 75％未満に下がった状態で働く人に対し賃金の低下率に応

じて給付金を支給するものです。

高年齢雇用継続給付には「高年齢雇用継続基本給付金」と「高年齢再就職給付金」とがあります。

高年齢雇用継続基本給付金は 60歳以降引き続き雇用される場合に支給されるもので、又、高年齢再就職

給付金とは、失業後、基本手当を受給し、再就職した時点での支給残日数が 100 日以上の場合に支給され

る給付金です。

＊　支給額

支給額の計算は、「60 歳到達時賃金」と「60 歳以後の各月の賃金」を用いて算出します。算出方法は、

賃金の低下の程度に応じて異なっており、下記のとおりとなっております。
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支給対象月の賃金が 60歳到達時点と比べて 支給額

○ 61％未満に低下した場合 → 支払われた賃金額の 15％相当額
○ 61％以上 75％未満に低下した場合 → 低下した賃金の率に応じて 15％から一定割合で逓

減するように定めた率を乗じた額

（－ 183/280 ×支給金額＋ 137.25/280 × 60 歳時

点の賃金月額）

＊　支給限度額

支給される額には限度額が設けられており、厚生労働省が調査・集計している毎月勤労統計の平均定期給

与額の上昇・低下比率に応じて自動変更され、毎年 8月 1日に改定されることになっています。支給対象

月に支払われた賃金額が支給限度額以上であるときは、給付金は支給されず、支給対象月に支払われた賃金

額と高年齢者継続給付との合計額が支給限度額を超えるときは、支払われた賃金額と支給限度額との差額分

が支給されます。

平成 17年 8月 1日から適用：支給限度額　33万 9,484 円

＊　支給額として算定された額が 1,656 円以下の場合支給されません。

◎（高年齢雇用継続給付早見表が別にありますので、そちらを利用すれば便利です。）

③在職老齢年金と高年齢雇用継続給付の併給調整

在職老齢年金と高年齢雇用継続給付とを合わせて受給する場合には、「併給調整」といって、年金額から

最大で標準報酬月額の６％の額が支給停止されます。

◆支給停止額◆

標準報酬月額が 60歳到達時賃金月額の 支給停止額

61％未満 → 標準報酬月額× 0.06（0.1）
61％以上 75％未満 → 標準報酬月額×年金停止率（厚生労働省令で定める率）

＊年金停止率（％）＝－183X＋ 13725/280× 100/X× 0.4

　（Ｘ＝標準報酬月額÷ 60歳時賃金月額× 100）

平成 15年 5月の改正前の旧制度の適用を受ける場合は計算式が異なります。

〔注１〕　上記で算出された支給停止額に 2.5 を乗じた額と標準報酬月額との合計が支給限度額（平成

17年８月から適用：33万 9,484 円）を超える場合は

　　　　支給停止額＝（支給限度額－標準報酬月額）× 0.4　

〔注２〕　高年齢雇用継続給付を受給しない月または上記で算出された支給停止額がゼロまたはマイナス

になる場合は、支給停止額はゼロとなります。

　　　　◎（在職老齢年金の支給停止早見表が別にありますので、そちらを利用すれば便利です。）

以上、公的給付を活用した場合に賃金を構成する要素である「在職老齢年金」①、「高年齢雇用継続給付」②、

そして「在職老齢年金の支給停止額」③について概略を掲載いたしました。　詳しくは社会保険事務所また

はハローワークにお問い合わせ下さい。　



InformationInformationInformation

����������

���
���������������������

��������	
��
�������������	
�

��������	

���
�
������
� � � � � � �

���

�
�
�
�
�

��������	
��
�����������������

��������	
����
��������

��������	
��
�����������������

��������	�
��
����������������

��������	
����
���������������

��������	
��
�����������������

��������	
���
	���������������

��������	
��
����������������

��������	
��
�����������������

��������	
��
�����������������

��������	
����
���������������

��������	
��
����
�����������

���������	
��

� � �

������

��������	
��
����������������

��������	
��
����������������

���������	
��
���������������

��������	
��
����������������

����

� � � � � �

��������	
��
������������������

��������	
��
��	��������������

��������	
��
��������������
��

��������	
��
�����������������

��������	
���
������
��������

��������	
��
�����������������

��������	
��
���������������
�

��������	
����
�	���������	���

��������	
��
�����������

� � � � � � �

��������	
���
�����������������

��������	
���
������������
���

��������	
��
��
��������������

��������	
��
�����������������

��������	
��
��������
����������������

��������	
��
�����������������

��������	
���
�	��������

��������	
��
������������������

���������	�
��
�����������������

���������	
��
����������������

��������	
��
��������������
��

����

� � � � �

�������

���������	
���
���������������

��������	
��
���	��������

���������

� � �



InformationInformationInformation

���������������������

��������	
���
��������������

��������	
��
�������������������

���������	
���
���������������

��������	
��
�����������������

��������	
��
�����������������

��������	
��
�����������������

���������	
��
������������

��������	�

�������

�
�
�
�
�

��������	
��
������������������

��������	
�����
��������	����

��������	
���
����������������

��������	
��
���������������

��������

��������	
����������	�

�����
��������	
��
����������������

���������	
��
����
�����������

��������	
��
��� � � � � � �

��������	
��
��������
���������

����������	
��
�	������
������

���������	
��
���������������

��������	
��
�����������������

��������	
��
����������������

���������	
��
�������
��������

��������	
��
�����
�����������

��������	�

���������

� � � � � � �

����

��������	
��
������������������

��������	
��
�����������������

��������	
���
����������������

��������	
��
	�

� � � � � � �

��������	
��
����������������

��������	
��
�����������������

���������	
��
������������

��������

����������	
��
��������������

��������	
��
���������������

��������	
��
����������������

��������	
��
���������	������

��������	
��
��
�������������

��������	
���
���������������

������

���������

� � �

��������	
��
�����������������

��������	�
��
�����������
����

��������	
��
����������������

��������	
��
�����������������

��������	
��
����������������

��������	
�����
����	������

� � � � ��������

��������	
��
������		���������

��������	
��
������
���
� � � � � �

���

�
�
�
�

��������	
��
�
����
����	�����

�������

� � � � �

� � � � � �



InformationInformationInformation

���������������������

��������	
��
�����������������

���������	
��
����������������

��������	
���
���������������

��������	
���
����������������

��������	
��
�����

������������

�
�
�
�
�
�
�

��������	
���
���������������

��������	
��
�����������������

��������	
���
���������������

��������	
���
���������������

� � � � �

���

��������	
	��
�
�
�������������

��������	
��
������������	���

��������	
��
�������������������

��������	
��
���������
�������

��

� � � � � � �

��������	
��
�������
���������

��������	
��
�����������������

��������	
��
�����������	�������

���������	
��
���������

� � � � � �

���������

��������	
��
	
���������������

��������	
��
�������������
��

����������	
��
��������������

��������	�

� � � � �

��������	
��
����	���������������

��������	
��
�����������������

��������	
��
����������������

���������	
��
����������������

��������	
��
�����������������

��������	
��
�������������������

��������	
��
	���
���	�
�������������

���������	
���
�����	���������

���

� � � �

� � � � � �

��������	
��
�����������������

��������	
��
�����������������

��������	
��
������������������

��������	
���
���������������

��������	
�����

� � � � � �

��������	
��
�����������������

���������	
��
���������������

���������

��������

� � � � � � �

��������	
��
���
�������
�����

������
� � � � �

���
��������	�
��
���������������

���������	
	���
��������
�����

��������	
��
��������������	��

�����������	
����
������
�����

��������	
��
�����������

�� �� �

��������	
��
�����������������

������� � � � � ������
���������	
��
�����������



InformationInformationInformation

���������������������

��������	
��
���������������

��������	
��
������������������

����������	
��
�������������

����

� � � � � �

�����

�
�
�
�
�
�
�

��������	
��
��������������������

��������	
��
������	�
�����������

���

� � � � � �

��������	
��
��������������	���

��������	
���
���������	
����������

��������	
��
��������������������

���������	
��
��������������
���

���������

���������

���
��������	
���
�����������������

���������	
��
����������������

��������	
��

��������

��������	
��
�����������������

��������	
��
����������������

��������	
��
����������������

���������	
���
���������������

���������	
����

��������

��������	�
��
����������������

���������	
�����
�

��������	�

���

��������	
�	�
���������	������

��������	
��
����������������

��������	
���
���������
������

��������	
��
���������

��������	
��
�����������������

��������	
��
������
���������

��������	
��
�����������������

��������	
��
�����������������

���������	
��
����������������

��������	
��
�����������������

��������	
��
���������������

���������

� � �

��������	
��
�������������

��������	
��
���������������������������

��������	��
��
���� � � � ����



58

中央会からのお知らせ中央会からのお知らせ

組合  決算期を迎えたら～決算関係書類等の提出をお忘れなく～

組合は法律の規定に基づき、毎事業年度、通常総会終了の日から２週間以内に、事業報告書、

財産目録をはじめとする財務諸表等を取りまとめた決算関係書類を、所管行政庁に提出しなけ

ればなりません。

また、役員の変更（氏名・自宅の住所の変更、選挙・選任による変更）があったときも、そ

の変更の日から２週間以内に、役員変更届を所管行政庁に提出しなければなりません。

さらに、組合の定款を変更する場合は、所管行政庁へ定款変更の認可申請を行い、認可を得

なければなりません。

《決算関係書類の提出について》
組合は、定款で定めるところにより、毎事業年度終了後２ヶ月以内に１回、通常総会を開催しな

ければなりません。また、組合は、毎事業年度の決算関係書類提出書を、通常総会開催の日から２

週間以内に、所管行政庁に提出しなければなりません。

提出書類は、

1．様式に基づく決算関係書類提出書

2．事業報告書

3．財産目録

4．貸借対照表

5．損益計算書

6．剰余金の処分又は損失の処理の方法を記載した書類

7．決算に係る通常総会議事録又は通常総代会議事録（謄本）

※決算関係書類の提出は、理事の義務です。

　所管行政庁に対する決算関係書類の提出を怠った場合、行政庁による検査等の対象になります。

《役員変更届書の提出について》
役員の変更（氏名・自宅の住所の変更、選挙・選任による変更）があったときも、その変更の日

から２週間以内に、役員変更届を所管行政庁に提出しなければなりません。例えば、改選期の場合、

全ての役員が再選されたとしても役員変更届を作成し、提出しなければなりません。

※ 代表理事の変更（同一人の重任・再任を含む）があった組合は、変更の日から２週間以内に、

変更登記をしなければなりません。
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《定款変更について》
事業を追加する、役員の定数を減少するなど定款を変更する場合は、所管行政庁の認可を必要と

します。また、その内容によっては総会決議前に所管行政庁との協議が必要となる場合もあります

ので、事前に所管行政庁又は中央会にご相談下さい。

各提出書類について、ご不明な点がありましたら、お気軽に中央会までお問い合わせ下さい。

TEL   076-267-7711　http://www.icnet.or.jp  →  組合運営



 

最低資本金制度の廃止 １ 

新会社法では、資本金１,０００万円未満でも株式会社を作れるよ
うになります。 

これまであった、1円会社（確認株式会社※1）はどうなるの 
でしょうか?

取締役の最低人数の制限廃止 ２ 

これまで株式会社は取締役会を設け、取締役３名、監査役１名
を選任する必要がありました。今後は、株式会社でも、取締役
１名で設立可能になります。 

（ア）取締役が１人でも良いということについて 

有限会社制度の廃止 ３ 

新会社法では、有限会社は作れなくなります。経過措置として、
既存の有限会社はこれまで通り、有限会社のままで有限会社法
の措置を受けることができます。 

現在の有限会社はどうなるのですか?

（イ）役員の任期を最長１０年以内に延長できることについて 

今後は、小規模な会社もすべて株式会社に求められるルール
が課せられるのですか?

会社法Ｑ＆Ａ会社法Ｑ＆Ａ

　　　   新しい会社法がはじまります
新たに施行される会社法は、現行の商法、有限会社法、商法特例法など既存の会社法制を整理・

統合するとともに、法律の文言自体についても平仮名・口語体に改められました。

大きな改正点は次の 3つ、ここではQ&A形式で解説します。

1 2 3

会社法Q&A



新会社施行後に、株式会社に変更したいのですが?

現在、債務超過※4ですが、株式会社に変更できますか?

最後に 

株式会社に変更した場合、新しい会社として事業年度を計算
するのですか?

 

設 置 が 必 要  
株式譲渡制限会社（注1） 

公 開 会 社  

設 置 す る 場 合  
株式譲渡制限会社（注1） 

公 開 会 社  

設 置 し な い 場 合  
株式譲渡制限会社（注1） 

公 開 会 社  

設置しない場合（注2） 

設 置 す る 場 合  

設 置 が 必 要  

設置しない場合（注2） 

設 置 す る 場 合  

設 置 が 必 要  

設置しない場合（注2） 

設 置 す る 場 合  

設 置 が 必 要  

任意 

任意 

任意 

任意 

任意 

任意 

設置 設置不可 

設置 設置不可 

設置不可 いずれかを設置 

いずれかを設置 

いずれかを設置 

いずれかを設置（注3、4） 

任意（注4） 設置不可 設置不可 

設置不可 
いずれかを設置 

会 計 監 査 人  株式譲渡制限  取　締　役　会 会 計 参 与  監　査　役 監 査 役 会  委　員　会 

中
　
小
　
会
　
社 

大
会
社

 
＜別表＞新会社における株式会社の組織設計 （出典：週刊経営財務 No.2732） 

会社法Ｑ＆Ａ会社法Ｑ＆Ａ




